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参考資料 

■資格取得・資格喪失等の取扱い 

 

例１ 資格取得（月の中途で資格取得した場合の取扱い） 

  

6/1     6/26     6/30  その者にかかる掛金、負担金はその資格取得した日の属する月 

資格取得       から共済支部に払い込むこと。 

 

 

 

例２ 資格喪失（資格喪失した日の属する月の取扱い） 

  

6/1      6/26     6/30    その者にかかる掛金、負担金は徴収しない。 

     資格喪失 

 

 

例３ 同一月に資格取得及び資格喪失した場合 

   

6/1   6/10     6/25   6/30 その者にかかる当該月の掛金、負担金は徴収する。 

資格取得   資格喪失 

 

 

例４ 人事異動（月の中途で人事異動があった場合） 

   

6/1   6/10     6/21   6/30 （一般会計） 

異動    給与支給     その者の給料を支給した所属所において掛金、負担金を払い込 

むこと。 

 

 

 

例５ 特別会計及び一般会計間の異動並びに特別会計相互 

（Ａ）   （Ｂ）      間の異動により給料を日割計算で支給した場合 

給与支給 給与支給 

6/1       6/15       6/30   その者にかかる掛金、負担金はその者がその月の初日（Ａ）に 

  異動         属していた所属所において払い込むこと。 
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例６ 月の途中で他の組合（国の組合を含む。）へ異動した場合 

（Ａ）   （Ｂ） 

地共済 他共済 

6/1       6/15       6/30  その者にかかるその月の掛金、負担金は異動後の組合（Ｂ）に 

異動        払い込むこと。 

 

 

 

■育児休業等掛金免除申出の取扱い 

（Ａ） 6月      7月      8月   9月      10月 

       

       

          6/15        7/2                  9/14 

              育休開始    申請       育休終了（翌日9/15） 

               （育児休業に係る子が３歳に達する日が９/14） 

 

※育児休業掛金免除期間   ６月～８月まで 

 

 

（Ｂ） 6月     7月      8月   9月       10月 

      

      

          6/15        7/2                          9/30 

              育休開始    申請          育休終了（翌日10/1） 

                            （育児休業に係る子が３歳に達する日が９/30） 

 

※育児休業掛金免除期間   ６月～９月まで 

 

育児休業者の掛金免除は、育児休業を開始した日の属する月から育児休業が終了する日の翌日

の属する月の前月までとなる（当該育児休業に係る子が３歳に達する日までに限る）但し、「育児休業

掛金免除（変更）申請書」による申出をした場合に限る。 
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【令和４年10月１日改正以降】 

 育児休業を開始した日の属する月とその育児休業が終了する日の翌日が属する月とが同一の

場合、その月に14日以上育休を取得していれば、その月の掛金は免除。 

10月                 10月 

        

   （14日以上）  

     10/5                10/25 

          育休開始        育休終了（翌日10/26） 

 

※育児休業掛金免除期間   10月 

 

■標準報酬月額の取扱い 

１ 組合員が受けた報酬（給料＋諸手当）に基づき決定される。 

   （月の途中に採用された場合は、月の初日に受けることができたであろう手当も含めて算定する） 

２ 掛金、負担金の基礎となる標準報酬月額には調整額も含まれるものである。 

３ 給料の全部又は一部が支給されない場合においても、標準報酬月額は変わらないものものとして取扱う

こと。（減額せず。） 

 

 

■「標準報酬制」以前の掛金、負担金の算定（平成 27年９月まで） 

１ 掛金については個々の基礎給料額の差額に掛金率を乗じて得た額とする。 

    （基礎給料額＝本俸＋調整額＋差額基本手当＋経過措置額） 

２ 負担金については、組合員の基礎給料額の総額（掛金の標準となった総額）に負担金率を乗じて得た

額とする。 
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■公益法人等派遣職の取り扱い 

 

例１ 月の途中で一般組合員から公益法人等派遣組合員に異動になった場合の取り扱い 

 

    初日               月中 

一般組合員 ・ 給料額 Ａ 派遣組合員 ・ 給料額 Ｂ 

 

 

児 童 手 当 拠 出 金 
Ａ（一般組合員・給料額）により算定 

※ 組合は徴収不要 

 

 

例２ 月の途中で公益法人等派遣組合員から一般組合員に異動になった場合の取り扱い 

 

    初日               月中 

派遣組合員 ・ 給料額 Ｂ 一般組合員 ・ 給料額 Ａ 

 

 

子ども・子育て拠出金 
Ｂ（派遣組合員・給料額）により算定し、 

組合が派遣先から徴収 

 

 

 

掛金・負担金率 基礎となる給料 事業主負担分の負担先 

短期 一般組合員に係る率 
Ａ（一般組合員・給額） 

（月の初日） 
地方公共団体 

長期 一般組合員に係る率 
Ａ（一般組合員・給料額） 

（月の初日） 
地方公共団体 

掛金・負担金率 基礎となる給料 事業主負担分の負担先 

短期 
一般組合員に係る率 

 

Ｂ（派遣組合員・給料額） 

（月の初日） 

派遣先 

 

長期 一般組合員に係る率 
Ｂ（派遣組合員・給料額） 

（月の初日） 
派遣先 
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た
め

、
厚

生
年

金
保

険
料

給
付

と
短

期
給

付
、

退
職

等
年

金
給

付
の

等
級

に
ズ

レ
が

生
じ

ま
す

。
※

　
厚

生
年

金
法

の
標

準
報

酬
月

額
の

等
級

区
分

の
改

定
等

に
関

す
る

政
令

が
令

和
２

年
９

月
１

日
に

施
行

し
た

こ
と

に
伴

い
、

0
～

9
3
,
0
0
0

1
8
8
,
0
0
0

　
　

第
3
2
等

級
「
6
5
0
,0

0
0
円

」
が

追
加

さ
れ

た
。

9
3
,
0
0
0
　

/
　

0
～

1
0
1
,
0
0
0

1
1

2
1

9
8
,
0
0
0

1
0
1
,
0
0
0

～
1
0
7
,
0
0
0

2
2

3
2

1
0
4
,
0
0
0

1
0
7
,
0
0
0

～
1
1
4
,
0
0
0

3
3

4
3

1
1
0
,
0
0
0

○
標

準
報

酬
月

額
の

決
定

1
1
4
,
0
0
0

～
1
2
2
,
0
0
0

4
4

5
4

1
1
8
,
0
0
0

1
2
2
,
0
0
0

～
1
3
0
,
0
0
0

5
5

6
5

1
2
6
,
0
0
0

　
報

酬
月

額
の

平
均

が
 3

1
1
,5

0
0
円

 の
場

合
1
3
0
,
0
0
0

～
1
3
8
,
0
0
0

6
6

7
6

1
3
4
,
0
0
0

厚
生

年
金

、
 　

基
礎

年
金

拠
出

金
、

1
3
8
,
0
0
0

～
1
4
6
,
0
0
0

7
7

8
7

1
4
2
,
0
0
0

短
期

、
介

護
経

過
的

長
期

負
担

金
、

退
職

等
年

金
1
4
6
,
0
0
0

～
1
5
5
,
0
0
0

8
8

9
8

1
5
0
,
0
0
0

1
9
等

級
3
2
0
,0

0
0

円
1
9
等

級
3
2
0
,0

0
0

円
1
5
5
,
0
0
0

～
1
6
5
,
0
0
0

9
9

1
0

9
1
6
0
,
0
0
0

（
厚

年
は

2
0
等

級
）

1
6
5
,
0
0
0

～
1
7
5
,
0
0
0

1
0

1
0

1
1

1
0

1
7
0
,
0
0
0

1
7
5
,
0
0
0

～
1
8
5
,
0
0
0

1
1

1
1

1
2

1
1

1
8
0
,
0
0
0

　
報

酬
月

額
の

平
均

が
 6

3
6
,0

0
0
円

 の
場

合
1
8
5
,
0
0
0

～
1
9
5
,
0
0
0

1
2

1
2

1
3

1
2

1
9
0
,
0
0
0

厚
生

年
金

、
　

 基
礎

年
金

拠
出

金
、

1
9
5
,
0
0
0

～
2
1
0
,
0
0
0

1
3

1
3

1
4

1
3

2
0
0
,
0
0
0

短
期

、
介

護
経

過
的

長
期

負
担

金
、

退
職

等
年

金
2
1
0
,
0
0
0

～
2
3
0
,
0
0
0

1
4

1
4

1
5

1
4

2
2
0
,
0
0
0

3
1
等

級
6
5
0
,0

0
0

円
3
1
等

級
6
5
0
,0

0
0

円
2
3
0
,
0
0
0

～
2
5
0
,
0
0
0

1
5

1
5

1
6

1
5

2
4
0
,
0
0
0

（
厚

年
は

3
2
等

級
）

2
5
0
,
0
0
0

～
2
7
0
,
0
0
0

1
6

1
6

1
7

1
6

2
6
0
,
0
0
0

2
7
0
,
0
0
0

～
2
9
0
,
0
0
0

1
7

1
7

1
8

1
7

2
8
0
,
0
0
0

＜
掛

金
等

計
算

例
＞

2
9
0
,
0
0
0

～
3
1
0
,
0
0
0

1
8

1
8

1
9

1
8

3
0
0
,
0
0
0

平
均

報
酬

月
額

短
期

 等
標

準
報

酬
月

額
厚

生
年

金
 等

標
準

報
酬

月
額

3
1
0
,
0
0
0

～
3
3
0
,
0
0
0

1
9

1
9

2
0

1
9

3
2
0
,
0
0
0

a 
さ

ん
6
3
6
,0

0
0

3
1
等

級
6
5
0
,0

0
0

3
0
等

級
6
5
0
,0

0
0

3
3
0
,
0
0
0

～
3
5
0
,
0
0
0

2
0

2
0

2
1

2
0

3
4
0
,
0
0
0

b 
さ

ん
4
4
0
,5

0
0

2
4
等

級
4
4
0
,0

0
0

2
4
等

級
4
4
0
,0

0
0

3
5
0
,
0
0
0

～
3
7
0
,
0
0
0

2
1

2
1

2
2

2
1

3
6
0
,
0
0
0

c
 さ

ん
3
1
1
,5

0
0

1
9
等

級
3
2
0
,0

0
0

1
9
等

級
3
2
0
,0

0
0

3
7
0
,
0
0
0

～
3
9
5
,
0
0
0

2
2

2
2

2
3

2
2

3
8
0
,
0
0
0

計
1
,4

1
0
,0

0
0

1
,4

1
0
,0

0
0

3
9
5
,
0
0
0

～
4
2
5
,
0
0
0

2
3

2
3

2
4

2
3

4
1
0
,
0
0
0

4
2
5
,
0
0
0

～
4
5
5
,
0
0
0

2
4

2
4

2
5

2
4

4
4
0
,
0
0
0

短
期

厚
生

年
金

保
険

4
5
5
,
0
0
0

～
4
8
5
,
0
0
0

2
5

2
5

2
6

2
5

4
7
0
,
0
0
0

掛
金

負
担

金
組

合
員

保
険

料
負

担
金

4
8
5
,
0
0
0

～
5
1
5
,
0
0
0

2
6

2
6

2
7

2
6

5
0
0
,
0
0
0

a 
さ

ん
2
9
,4

8
4

5
9
,4

7
5

5
1
5
,
0
0
0

～
5
4
5
,
0
0
0

2
7

2
7

2
8

2
7

5
3
0
,
0
0
0

b 
さ

ん
1
9
9
5
8

4
0
,2

6
0

5
4
5
,
0
0
0

～
5
7
5
,
0
0
0

2
8

2
8

2
9

2
8

5
6
0
,
0
0
0

c
 さ

ん
1
4
5
1
5

2
9
,2

8
0

5
7
5
,
0
0
0

～
6
0
5
,
0
0
0

2
9

2
9

3
0

2
9

5
9
0
,
0
0
0

計
6
3
,9

5
7

6
3
,9

5
7

1
2
9
,0

1
5

1
2
9
,0

1
5

6
0
5
,
0
0
0

～
6
3
5
,
0
0
0

3
0

3
0

3
1

3
0

6
2
0
,
0
0
0

6
3
5
,
0
0
0

～
6
6
5
,
0
0
0

3
1

3
2

3
1

6
5
0
,
0
0
0

6
6
5
,
0
0
0

～
6
9
5
,
0
0
0

3
2

6
8
0
,
0
0
0

6
9
5
,
0
0
0

～
7
3
0
,
0
0
0

3
3

7
1
0
,
0
0
0

7
3
0
,
0
0
0

～
7
7
0
,
0
0
0

3
4

7
5
0
,
0
0
0

7
7
0
,
0
0
0

～
8
1
0
,
0
0
0

3
5

7
9
0
,
0
0
0

8
1
0
,
0
0
0

～
8
5
5
,
0
0
0

3
6

8
3
0
,
0
0
0

8
5
5
,
0
0
0

～
9
0
5
,
0
0
0

3
7

8
8
0
,
0
0
0

9
0
5
,
0
0
0

～
9
5
5
,
0
0
0

3
8

9
3
0
,
0
0
0

○
標

準
期

末
手

当
等

額
の

決
定

　
（
等

級
表

に
当

て
は

め
ず

、
1
0
0
0
円

未
満

切
捨

て
）

9
5
5
,
0
0
0

～
1
,
0
0
5
,
0
0
0

3
9

9
8
0
,
0
0
0

1
,
0
0
5
,
0
0
0

～
1
,
0
5
5
,
0
0
0

4
0

1
,
0
3
0
,
0
0
0

　
期

末
勤

勉
手

当
額

が
 4

5
5
,5

0
0
円

 の
場

合
1
,
0
5
5
,
0
0
0

～
1
,
1
1
5
,
0
0
0

4
1

1
,
0
9
0
,
0
0
0

厚
生

年
金

保
険

料
、

基
礎

年
金

拠
出

金
、

1
,
1
1
5
,
0
0
0

～
1
,
1
7
5
,
0
0
0

4
2

1
,
1
5
0
,
0
0
0

短
期

、
介

護
経

過
的

長
期

負
担

金
、

退
職

等
年

金
負

担
金

1
,
1
7
5
,
0
0
0

～
1
,
2
3
5
,
0
0
0

4
3

1
,
2
1
0
,
0
0
0

4
5
5
,0

0
0

円
4
5
5
,0

0
0

円
1
,
2
3
5
,
0
0
0

～
1
,
2
9
5
,
0
0
0

4
4

1
,
2
7
0
,
0
0
0

1
,
2
9
5
,
0
0
0

～
1
,
3
5
5
,
0
0
0

4
5

1
,
3
3
0
,
0
0
0

1
,
3
5
5
,
0
0
0

～
4
6

1
,
3
9
0
,
0
0
0

長
期

給
付

標
準

報
酬

月
額

の
計

×
率

÷
1
0
0
0

厚
生

年
金

保
険

の
事

業
所

負
担

金
以

外
の

負
担

金
・
拠

出
金

の
計

算

方
法

も
同

じ

標
準

報
酬

月
額

の
計

×
率

÷
1
0
0
0
－

組
合

員
保

険
料

計
標

準
報

酬
月

額
×

率
÷

1
0
0
0

標
準

報
酬

月
額

の
計

×
率

÷
1
0
0
0
÷

2
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短
　

　
期

共
済

組
合

掛
金

・
負

担
金

払
込

書
（
所
属
所
保
存
）

地
方

職
員

共
済

組
合

沖
縄

県
支

部
長

　
　

　
殿

所
属

所
番

号

下
記

の
と

お
り

、
地

方
職

員
共

済
組

合
沖

縄
県

支
部

普
通

預
金

口
座

に

振
り

込
み

ま
し

た
。

所
属

所
長

氏
名

印

記

（
 
給

料
　

・
　

期
末

手
当

等
　

・
追

給
 
）

←
該

当
部

分
を

○
で

囲
む

。

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 　

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 　

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 　

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 　

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 　

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 　

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 　

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

掛
金

等
免

除
者

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

掛
金

等
負

担
者

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 　

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1
無

給
休

職
等

組
合

員
に

つ
い

て
は

、
「

そ
の

他
職

員
」

の
欄

に
記

入
し

、
氏

名
・

職
員

番
号

・
基

礎
額

・
納

付
理

由
・

無
給

期
間

を
備

考
欄

に
表

示
。

2
育

児
休

業
職

員
に

つ
い

て
は

、
「

育
児

休
業

職
員

」
の

欄
に

記
入

し
、

氏
名

・
職

員
番

号
・

基
礎

額
・

納
付

理
由

・
期

間
を

備
考

欄
に

表
示

。
3
人

員
が

複
数

名
の

場
合

、
個

人
ご

と
に

備
考

欄
に

表
示

す
る

。
（

備
考

欄
に

記
入

で
き

な
い

場
合

は
、

事
前

連
絡

の
上

、
別

紙
で

地
共

済
あ

て
郵

送
）

4
無

給
休

職
等

組
合

員
及

び
職

員
団

体
専

従
組

合
員

（
基

礎
年

金
拠

出
金

）
に

つ
い

て
も

地
方

公
共

団
体

負
担

金
は

納
付

す
る

こ
と

。

払
込

者
所

属
所

名
及

び

令
和

年
月

日

令
和

年
月

分

区
分

人
　

　
員

短
　

　
期

　
（
琉

球
銀

行
本

店
口

座
番

号
　

１
７

５
９

２
８

　
）

男
女

計
掛

金
の

基
礎

（
給

料
又

は
期

末
手

当
等

総
額

）
掛

　
　

金

専
従

職
員

育
 
児

 
休

業
 
職

 
員

負
　

担
　

金
計

組
合

員
種

別

一
般

職
組

合
員

知
事

組
合

員

特
別

職
組

合
員

収
納

日
付

印

そ
の

他
職

員

計

備 　 考

船
員

一
般

組
合

員

派
遣

職
員

支 給 等 組 合 員

他 団 体 か ら 給 与

退
職

派
遣

職
員

地
共

済
職

員

（
所

属
所

保
存

）
 （

銀
行

→
地

共
済

）
 （

銀
行

保
存

）
 の

三
枚

一
組

納
付

期
限

は
支

給
月

の
末

日

　
《
確

認
事

項
》

　
・
納

付
期

限
：
　

控
除

が
行

わ
れ

る
べ

き
月

の
末

日
　

・
経

理
に

よ
り

、
振

込
先

　
金

融
機

関
・
口

座
番

号
が

異
な

り
ま

す
。

　
　

　
　

　
短

期
：
　

　
　

　
　

　
　

（
琉

球
銀

行
本

店
口

座
番

号
　

1
7
5
9
2
8
）

　
　

　
　

　
介

護
：
　

　
　

　
　

　
　

（
琉

球
銀

行
本

店
口

座
番

号
　

7
3
2
7
9
4
）

　
　

　
　

　
厚

生
年

金
保

険
：
　

（
沖

縄
銀

行
本

店
口

座
番

号
　

1
3
2
2
6
8
2
）

　
　

　
　

　
経

過
的

長
期

：
　

　
 （

沖
縄

銀
行

本
店

口
座

番
号

　
2
5
1
9
6
0
7
）

　
　

　
　

　
退

職
等

年
金

：
　

　
 （

沖
縄

銀
行

本
店

口
座

番
号

　
2
5
1
9
6
1
8
）

　
　

　
　

　
児

童
手

当
拠

出
金

：
（
沖

縄
銀

行
本

店
口

座
番

号
　

9
4
4
4
8
7
）

　
①

払
込

者
欄

（
3
枚

と
も

記
入

・
公

印
）
・
○

月
分

・
該

当
部

分
○

で
囲

む
　

②
備

考
欄

、
記

入
事

項
(氏

名
・
職

員
番

号
・
納

付
理

由
・
納

付
期

間
・
基

礎
額

等
）

　
③

種
別

・
人

員
・
掛

金
基

礎
額

（
給

与
シ

ス
テ

ム
と

も
照

合
す

る
こ

と
）

　
④

基
礎

額
×

掛
金

・
負

担
金

率
＝

納
付

額
（
掛

金
・
負

担
金

）
又

は
納

付
金

額
を

算
定

で
き

る
記

載

　
　

①
職

員
氏

名
　

②
職

員
番

号
　

③
納

付
理

由
（
例

：
無

給
に

よ
り

控
除

不
可

）
　

④
控

除
不

可
の

期
間

（
例

　
辞

令
の

期
間

）

　
　

⑤
基

礎
額

（
給

与
シ

ス
テ

ム
確

認
・
基

礎
額

×
率

で
上

記
掛

金
・
負

担
金

と
合

致
す

る
こ

と
）

　
　

⑥
納

付
済

金
額

へ
の

追
加

納
付

・
先

月
と

の
相

殺
に

つ
い

て
は

、
納

付
金

額
の

算
出

が
可

能
な

内
容

の
記

載

地
共

済
の

所
属

所
番

号
を

記
入
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別紙様式第３号

年

月 日

令和 年 月 日 から 令和 年 月 日 まで

令和 年 月 日 から 令和 年 月 日 まで

令和 年 月 分 から 令和 年 月 分 まで

令和 年 月 分 から 令和 年 月 分 まで

等 級 円

標準報酬月額 円

令和 年 月 日

住　　所

氏　　名

令和 年 月 日

職　名

氏　名 公印

 １ 育児休業の事実を証明する書類（承認書等）を添付してください（写しでも可）。

 ２ 育児休業期間が延長された場合又は育児休業期間が終了する日前に終了した場合も提出して

 　 ください。

氏 名職 名

（ 変 更 後 の 期 間 ） 

掛 金 免 除 対 象 期間

育児休業掛金免除（変更）申出書

日

育 児 休 業 の 期 間

申 出 者 

所属所長 

生 年 月 日 所 属 所 機 関 名

（ 変 更 後 の 期 間 ） 

育 児 休 業 根 拠 規定

育児休業に係る子の
年 月

生 年 月 日

給 料 の 月 額

　地方公務員等共済組合法第１１４条の２の規定に基づき、上記のとおり申し出ます。

　　地方職員共済組合沖縄県支部長　　　殿

　上記の記載事項は、事実と相違ないことを証明します。

　　　 育児休業等に関する法律第２条第１項

組合員証記号番号

 地・沖  縄

　　　 地方公務員の育児休業等に関する法律第２条第１項

令　和
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地・沖縄

年 月 日

所属 機関

令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日

令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日

令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日

令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日

令和 年 月 日

令和 年 月 日

地方公務員等共済組合法 第114条の２の２ の規定により、産前産後休業期間に係る

掛金免除（変更）を申し出ます。

地方職員共済組合　沖縄県支部長　殿

令和 年 月 日

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

令和 年 月 日

 １ 産前産後休業の事実を証明する書類（承認書等）の写しを添付してください。
 ２ 出産予定日と出産日が異なる場合など、休業期間に変更がある場合は、再度
 　 提出（承認書等写し添付）してください。
 ３ 出産後の提出の際は、出産日の確認できる書類の写しも添付してください。

氏 名

職 名
所属所長

申 出 者
氏 名

住 所

申出書
産 前 産 後 休 業 掛 金 免 除

産前 産 後 休 業 掛 金免 除 変 更

出　　産　　日

出産(予定)
種別

記 号 番 号

組 合 員 証
氏 名

生年月日

名 称

単胎

多胎

産前産後休業の期間

（ 変 更 後 ）

掛 金 免 除 対 象 期 間

（ 変 更 後 ）

組 合 員

出 産 予 定 日

公印
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年 月 日

令和 年 月 日

令和 年 月 日

・

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

令和 年 月 日

 １ 出産日の確認できる書類等の写しを添付してください。

 ２ 出産予定日と出産日が異なる場合は、出産日の確認できる書類等の写しを添付し、

　　「産前産後休業掛金免除変更申出書」を提出してください。

所属所長
氏 名

職 名

出 産 予 定 日

出　　産　　日

出  産  種  別 単　胎 多　胎

記 号 番 号

所属 機関

名 称

所 在 地

（出産予定日と出産日が同一の場合）

出 産 証 明

組 合 員

氏 名
組 合 員 証

地・沖縄

生年月日

公印
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別紙様式第４号

円

円 令和 年 月 日

円 ～

円 令和 年 月 日

円

円

上記のとおり還付請求します。

令和　　　　年　　　　月　　　　日

地方職員共済組合沖縄県支部長　　　殿

住 所

所属所

氏 名

（注）　 この請求書は、超過納付額証明書を添付のこと。

還 付 事 由

（本人記入用）

納 付 期 間

項

目

掛 金 還 付 請 求 書

超 過 納 付 額

短 期 掛 金

振込金融機関及び
支 店 名

退職等年金掛金

口 座 名 義 人

計

介 護 掛 金

長 期 掛 金

厚生年金保険料

ﾌ　　ﾘ　　ｶﾞ　　ﾅ

預 金 種 別

口 座 番 号
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別紙様式第５号

短 期 掛 金 介 護 掛 金 長 期 厚 生 年金 保険 退職等年金 合 計

0

0

0

0

0

計 0 0 0 0 0

　　上記のとおり超過納付したことを証明します。

　　　　　　　令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

　　地方職員共済組合沖縄県支部長　　殿

住 所

所 属 所 名

所属所長氏名
公印

超 過 納 付 額 証 明 書

氏 名 納 付 月日 月分
超 過 納 付 額



第７編 掛金及び負担金 

  331 

（注）１　満４０歳から６４歳までの組合員又は被扶養者の方が介護保険第２号被保険者の資格喪失事由に該当する

　　　　こととなった場合、または資格喪失した者が資格喪失事由に該当しなくなった場合は、各事由別に証明書の

　　　　写しを必ず添付し届け出てください。なお、満４０歳未満又は６５歳以上の方は届け出る必要はありません。

　　　（１）「国内に住所を有しなくなった」とき　　　　　　　　　　「住民票除票」

　　　（２）「国内に住所を有することになった」とき　　　　　　　　「住民票」

　　　（３）「身体障害者療養施設など適用除外施設に入所した」とき　「施設入所証明書（施設長発行の証明書）」

　　　（４）「身体障害者療養施設など適用除外施設を退所した」とき　「施設退所証明書（施設長発行の証明書）」

　　　（５）「在留資格３か月以下の短期滞在外国人である」とき　　　「旅券その他在留資格を証する書類」

　　　（６）「在留資格３か月以下の短期滞在外国人でなくなった」とき「旅券その他在留資格を証する書類」

　　　２　件名の「資格喪失」又は「資格取得」のいずれかを抹消してください。

　　　３　「資格喪失事由」又は「資格取得事由」欄のいずれかの□にレ印を付して、その年月日を記入してくださ

　　　　い。

　　　　※　資格喪失した年月日とは「国内に住所を有しなくなった」日（住民基本台帳から抹消した日）又は「身

　　　　　体障害者療養施設など適用除外施設に入所した」日の翌日です。

　　　４　「住所」欄には、「国内に住所を有しなくなった」場合はその前の住所、または、「国内に住所を有する

　　　　ことになった」場合はその際の住所を記載してください。

1 2

組合員証番号

（地方職員共済組合）

申請年月日　令和　　　年　　　月　　　日

介護保険第２号被保険者　資格喪失・資格取得　届出書

(ﾌﾘｶﾞﾅ)

?

住　　所組合員氏名

郵便番号

　　　昭和
　　　　　　　　年　　　月　　　日生
　　　平成 昼間連絡先TEL

組 合 員
生年月日

内　容　記　入　欄

該 当 者 氏 名
(本人を含む)

該 当 者 氏 名

該 当 者 氏 名

資格喪失した
事由及び年月日

資格取得した
事由及び年月日

□１.国内に住所を有しなくなった

□２.身体障害者療養施設など適用除外施設に入所した
　　 施設名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□３.在留資格３か月以下の短期滞在外国人である

□１.国内に住所を有することになった

□３.在留資格３か月以下の短期滞在外国人である

令和　　年　　月　　日

令和　　年　　月　　日

令和　　年　　月　　日

令和　　年　　月　　日

令和　　年　　月　　日

令和　　年　　月　　日

□２.身体障害者療養施設など適用除外施設を退所した
　　 施設名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

処

理

審

査

受

付

共
済
組
合

処
理
欄

該当者生年月日
及　び　続　柄

該当者生年月日
及　び　続　柄

該当者生年月日
及　び　続　柄

昭和
平成

年　　　月　　　日

続柄（　　　　　）

年　　　月　　　日

続柄（　　　　　）

昭和
平成

年　　　月　　　日

続柄（　　　　　）

昭和
平成
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